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（資料）Bohanon, et al. (2009) p.240, Faulk, et al. 
(2011) pp.1-2, Stafford and Deboer (2014) 
p.6, Purdue Agricultural Economics 















（County Option Income Tax［COIT］）
が，1987 年には郡経済成長所得税（C
ounty Economic Development Incom
e Tax［CEDIT］）が，それぞれ導入さ
れた20．なお，CEDIT は CAGIT と CO
IT のいずれかの上乗せとして導入す
る形になっている．  









                                                   
19 Bohanon, Faulk and Hicks (2009) 
p.240. 
20 Faulk, Kuhlman, Salimova, and De






 St. John v. State Board of Tax Com
missioners, No. 49S10-9806-TA-340）．
さらに，税裁判所（Tax Court）は州の
租税委員会（State Board of Tax Com







行われたのが 2002 年税制改革である． 
 











lman, Salimova, and Devaraj (2011) p.
1 参照． 




















rate Adjusted Gross Income Tax）に統
一する案も提案され，2002 年 6 月に
議会を通過した24．そして，カーナン






                                                   
23 Lohrmann (2001a), Purdue Agricult
ural Economics (2002). 
24 Kaeding and Wilt (2016) pp.3-6. 
法人調整粗所得税の税率は 2003 年 1
月，それまでの 3.4％から 8.5％に引
き上げられた．その後，2012 年 6 月


























25 Faulk, Kuhlman, Salimova, and De
varaj (2011) pp.1-2. 
26 Stafford and Deboer (2014) p.6. 2
002 年には事業用棚卸資産の税収減
を相殺するために「居住用控除のため
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roperty Tax Relief”（LPTR），“LOIT f
or Property Tax Replacement”（LPTF），















額控除のための CEDIT」（CEDIT for 
Homestead Credits）からなる（Faulk,




























 Taxes）に統合された（IC 6-3.6）． 
28 Nagle (2012) p.10. 
29 Stafford and Deboer (2014) p.11.  





























                                                   
31 Ross and Cheek (2014) pp.4-5．  
32 Stafford and Deboer (2014) p.33.  
33 Koklanaris (2014) p.689. 大型課税
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41 Hirth and Eiler,(2012) . 
42 Cavazos and Elliott（2015）.    
2008年の財産税改革と 2011年の追
加的な改革より，地方教育当局（Loc
























で 27 位，個人所得 1,000 ドルあたり
の資金で 21 位）. 
















調達で 11 位，1 人あたりの資金調達
で 17 位，個人所得 1,000 ドルあたり
の資金調達で 16 位へと下落した． 
2015-16 年，インディアナ州は，
学生 1 人あたりの教育費で 34 位，学
生 1 人あたりの教育給与で 42 位，学


































地方 71％），司法（連邦 15％，州 39％，
地方 46％），警察（連邦 15％，州 12％，
地方 73％），教育（連邦 5％，州 18％，
地方 77％），消防（連邦 1％，州 0％，
地方 99％）である46． 
2002 年度における米国の全州合計
の 歳 入 構 成 を み る と ， 自 主 財 源
（General Fund）43.9％，その他の州
46 Baker（2003）p.37．  
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47 NASBO (2004) pp.3-5,94-95. 
政府とインディアナ州，ミシガン州の，





高い．2000 年と 2018 年の歳入を比較
すると，全地方政府合計では，補助金
が 34.5％から 30.4％へ減少している
の に対 し て ， 税 収 は 32.8％ から
36.7％へ増加している．補助金の割合
が高いのはミシガン州の地方政府で









2000年 全州合計 インディアナ州 ミシガン州
歳入 1,260,829 20,456 49,511
補助金構成比 21.8% 24.2% 18.9%
自主財源構成比 56.3% 68.0% 60.8%
　　税収構成比 42.8% 49.4% 46.0%
税収 539,655 10,104 22,756
個人所得税構成比 36.1% 37.1% 31.6%
法人所得税構成比 6.0% 9.2% 10.5%
財産税構成比 2.0% 0.0% 7.5%
一般売上税構成比 32.3% 35.4% 33.7%
2018年 全州合計 インディアナ州 ミシガン州
歳入 2,630,221 45,070 81,137
補助金構成比 26.2% 33.4% 26.3%
自主財源構成比 53.6% 56.5% 55.3%
　　税収構成比 38.9% 43.0% 37.6%
税収 1,022,783 19,398 30,508
個人所得税構成比 38.1% 30.0% 33.6%
法人所得税構成比 4.7% 3.6% 3.6%
財産税構成比 1.7% 0.1% 7.1%






資料（表 2，表 3 ともに）：U.S.Censu
s Bureau, State & Local Government 





資料（表 4，表 5 ともに）：U.S.Censu
s Bureau, State & Local Government 
Finance Historical Datasets and Table
s 各年版より作成 
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